
平成２６年１０月３０日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

消 防 庁 

気 象 庁 

 

津波防災の日（11月5日）に緊急地震速報の訓練を行います 

～訓練参加機関等をお知らせします～ 
 

 

 津波防災の日（11月5日（水））に実施する緊急地震速報の訓練に参加する機関等につい

て、下記のとおり取りまとめましたのでお知らせします。 

訓練の詳細については、内閣府（防災担当）及び気象庁による9月25日の報道発表をご覧

ください（http://www.jma.go.jp/jma/press/1409/25b/eewkunren1411.html）。 

  

 

記 

 

１．訓練の内容 

 平成26年11月5日（水）10時00分頃に、気象庁が訓練用の緊急地震速報※（以下「訓練報」

といいます。）を配信します。訓練を実施する国の機関や地方公共団体、学校、民間企業

等は、訓練報を受けて、防災行政無線、建物等の館内放送、専用受信端末などによる報知

を行います。また、訓練の参加者は、訓練実施機関が行う緊急地震速報の報知にあわせて、

安全な場所に移動するなどの身を守る行動訓練を行います。 

なお、訓練方法としては、上記の訓練報を活用するもの以外にも、専用受信端末の訓練

用機能を活用するもの、気象庁が提供する訓練用動画を利用するもの、スマートフォンの

アプリを利用したものなどがあります。 

 

※訓練報は、テレビやラジオ（一部のコミュニティＦＭ等を除く）等の放送波、携帯電

話（スマートフォンを含む）による一斉同報機能（緊急速報メール／エリアメール）では

報知されません。 

 

２．訓練参加機関 

 訓練を実施する予定の機関等は次のとおりです。（数字は10月23日現在） 

 （１）地方公共団体：1,786団体（※） 

  ※このうち、行動訓練や情報伝達訓練を実施する団体：966団体 

うち、Ｊアラートを活用し住民への情報伝達手段を起動させる団体：470団体程度 

 （２）中央省庁の組織等：749か所 

 （３）緊急地震速報の訓練報を配信する事業者：16事業者 

 （４）民間企業、各種団体等：約1,300か所 

 

 訓練参加機関の詳細は別紙を御参照ください。 

記者発表資料 



３．訓練に関する留意事項 

・訓練前に強い地震が発生したり、津波警報・注意報を発表している場合など、地震の発

生状況や気象状況によっては訓練報の配信を中止または内容を変更する場合があります。 

・気象庁からの訓練報を用いない機関においては、10時00分頃以外の任意の時間に訓練を

実施する場合があります。 

 

（参考）津波防災の日に関連する地震・津波防災訓練等の取組状況について 

  津波防災の日に関連する地震・津波防災訓練等の取組状況については、「平成26年度

「津波防災の日」について」（平成26年10月28日内閣府（防災担当）記者発表）におい

て取りまとめております。 

 

＜連絡・問い合わせ先＞ 
 
【緊急地震速報訓練 関係】 
 
●緊急地震速報の訓練の内容に関する問い合わせ 
   気象庁地震火山部管理課地震津波防災対策室 山田、大河原 
  Tel 03-3212-8341（内4666） 
    03-3211-8684（直通） Fax 03-3212-2857 
 
●地方公共団体の訓練の実施に関する問い合わせ 
  消防庁国民保護・防災部防災課国民保護室 浅野、蔵田、小林 
  Tel 03-5253-7551 Fax 03-5253-7543 
 
【津波防災の日 関係】 
 
●津波防災の日に関連する地震・津波防災訓練等の取組状況に関する

問い合わせ 
   内閣府政策統括官（防災担当）付 
    参事官（地方・訓練担当）付 門、山崎 
  Tel 03-3503-9394（直通） Fax 03-3502-6034 



（別紙）

（10月23日までに確認できた機関等を掲載しています）

（１）地方公共団体
　・緊急地震速報を活用した行動訓練や情報伝達訓練を実施する団体（966団体）
　・この他、Ｊアラートの受信確認や情報伝達手段の起動手順の確認のみを実施する団体（820団体）

内訳は以下のとおり。（以下の各項目を重複して実施する自治体があります。）

○住民参加による緊急地震速報対応行動訓練を実施する団体（177団体）
北海道 帯広市 石川県 宝達志水町 京都府 伊根町 和歌山県 印南町 熊本県 八代市
北海道 芦別市 石川県 中能登町 大阪府 富田林市 鳥取県 琴浦町 熊本県 人吉市
北海道 石狩市 福井県 高浜町 大阪府 大阪狭山市 鳥取県 境港市 熊本県 水俣市
北海道 倶知安町 山梨県 甲府市 大阪府 阪南市 島根県 邑南町 熊本県 山鹿市
北海道 新十津川町 山梨県 上野原市 大阪府 河南町 岡山県 倉敷市 熊本県 宇土市
北海道 洞爺湖町 山梨県 中央市 兵庫県 姫路市 岡山県 総社市 熊本県 阿蘇市
北海道 上士幌町 山梨県 市川三郷町 兵庫県 西宮市 岡山県 瀬戸内市 熊本県 合志市
北海道 足寄町 山梨県 忍野村 兵庫県 芦屋市 岡山県 赤磐市 熊本県 南関町
青森県 六戸町 山梨県 富士河口湖町 兵庫県 伊丹市 岡山県 真庭市 熊本県 長洲町
岩手県 久慈市 山梨県 小菅村 兵庫県 相生市 岡山県 和気町 熊本県 和水町
岩手県 遠野市 長野県 松川村 兵庫県 豊岡市 岡山県 奈義町 熊本県 菊陽町
岩手県 陸前高田市 長野県 木島平村 兵庫県 赤穂市 広島県 安芸高田市 熊本県 小国町
岩手県 滝沢市 岐阜県 瑞穂市 兵庫県 三木市 広島県 熊野町 熊本県 産山村
岩手県 岩手町 岐阜県 郡上市 兵庫県 高砂市 広島県 坂町 熊本県 西原村
岩手県 矢巾町 岐阜県 下呂市 兵庫県 川西市 山口県 光市 熊本県 南阿蘇村
岩手県 岩泉町 岐阜県 岐南町 兵庫県 小野市 山口県 周防大島町 熊本県 御船町
宮城県 美里町 静岡県 袋井市 兵庫県 三田市 徳島県 三好市 熊本県 益城町
福島県 広野町 愛知県 豊橋市 兵庫県 篠山市 徳島県 佐那河内村 熊本県 氷川町
茨城県 水戸市 愛知県 豊田市 兵庫県 養父市 徳島県 石井町 熊本県 錦町
茨城県 東海村 愛知県 安城市 兵庫県 宍粟市 徳島県 神山町 熊本県 多良木町
栃木県 宇都宮市 愛知県 西尾市 兵庫県 加東市 徳島県 牟岐町 熊本県 水上村
群馬県 嬬恋村 愛知県 稲沢市 兵庫県 たつの市 徳島県 海陽町 熊本県 あさぎり町
埼玉県 所沢市 愛知県 新城市 兵庫県 多可町 徳島県 北島町 熊本県 苓北町
埼玉県 久喜市 愛知県 東海市 兵庫県 稲美町 徳島県 藍住町 大分県 姫島村
埼玉県 三郷市 愛知県 大府市 兵庫県 播磨町 徳島県 上板町 宮崎県 諸塚村
埼玉県 幸手市 愛知県 知多市 兵庫県 市川町 徳島県 つるぎ町 宮崎県 高千穂町
埼玉県 毛呂山町 愛知県 知立市 兵庫県 福崎町 愛媛県 宇和島市 鹿児島県 姶良市
埼玉県 東秩父村 愛知県 日進市 兵庫県 神河町 愛媛県 四国中央市 鹿児島県 瀬戸内町
埼玉県 寄居町 愛知県 大口町 兵庫県 太子町 愛媛県 鬼北町 鹿児島県 龍郷町
埼玉県 宮代町 三重県 紀北町 兵庫県 上郡町 高知県 安芸市 沖縄県 今帰仁村
埼玉県 杉戸町 滋賀県 多賀町 兵庫県 佐用町 高知県 土佐市 沖縄県 与那原町
千葉県 旭市 京都府 亀岡市 兵庫県 香美町 高知県 佐川町 沖縄県 粟国村
千葉県 鴨川市 京都府 八幡市 奈良県 五條市 高知県 大月町 沖縄県 伊平屋村
東京都 瑞穂町 京都府 京丹後市 奈良県 王寺町 福岡県 朝倉市
東京都 青ヶ島村 京都府 木津川市 奈良県 河合町 福岡県 岡垣町
新潟県 聖籠町 京都府 京丹波町 和歌山県 広川町 熊本県 熊本市

○住民参加による避難等の防災訓練を実施する予定の団体（32団体）
　（太字は津波を想定した避難等の防災訓練を実施する予定の自治体）
北海道 帯広市 岐阜県 下呂市 山口県 周防大島町 高知県 芸西村 沖縄県 今帰仁村
北海道 石狩市 愛知県 西尾市 徳島県 海陽町 高知県 大月町 沖縄県 西原町
福島県 広野町 愛知県 大口町 愛媛県 宇和島市 福岡県 古賀市 沖縄県 与那原町
石川県 中能登町 大阪府 大阪狭山市 愛媛県 四国中央市 熊本県 宇城市 沖縄県 粟国村
福井県 高浜町 和歌山県 広川町 高知県 安芸市 大分県 姫島村
福井県 若狭町 和歌山県 有田川町 高知県 須崎市 宮崎県 川南町
山梨県 南部町 岡山県 真庭市 高知県 香南市 宮崎県 高千穂町

○地方公共団体職員を対象とする緊急地震速報対応行動訓練及び避難等の防災訓練を実施する団体（780団体程度）

○Jアラートを活用し、実際に住民への情報伝達手段を起動させる団体（470団体程度）

○Jアラートを活用し、実際に庁内放送を起動させる団体（200団体程度）

（２）中央省庁の組織等：11団体
　　内閣府、内閣官房、総務省、消防庁、財務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁
　これらのほか、地方支分部局等　738か所

（３）緊急地震速報の訓練報を配信する事業者：16事業者
　　アールシーソリューション（株）、安全・安心サポート（株）、（株）エイツー、エヌ・エス・シー（株）／ストラテジー（株）、
　　(株）かなめ技術開発、（株）シーファイブ、情報事務資材（株）、スカパーＪＳＡＴ（株）、（株）センチュリー、Ｔａｋｕｓｕ（株）、
　　（株）テックス、（株）ドリームウェア、南海電設（株）、三菱スペース・ソフトウエア（株）、明星電気（株）、
　　特定非営利活動法人リアルタイム地震・防災情報利用協議会

（４）民間企業・各種団体等：約1300か所

さらに詳細な機関名等は、以下の訓練特設ページ（気象庁ＨＰ内）に掲載しています。
　http://www.data.jma.go.jp/svd/eew/data/nc/kunren/2014/kunren.html

津波防災の日（１１月５日）に実施する緊急地震速報訓練に参加予定の機関等



平成 26年 10月 28日 

   内閣府（防災担当） 

平成２６年度「津波防災の日」について 

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に伴う大規模な津波災害により、特に

東北地方の太平洋沿岸地域において、多数の尊い命が奪われました。 

これを受け、同年 6月には「津波対策の推進に関する法律」（平成 23年 6月 24日

法律第 77号）が制定され、その中で毎年 11月 5日を「津波防災の日」と定め、国民

の間に広く津波対策についての理解と関心を深めるようにすることとされておりま

す。 

南海トラフ地震の被害想定によると、津波による死者数は、住民一人一人が速やか

に高所に避難するなど、適切な行動をとることで、約１／５に軽減することができま

す。そのためには「津波防災の日」の普及を通じて、津波防災に関する国民の意識の

向上を図ることが極めて重要です。 

このため、内閣府（防災担当）では 11 月 5 日「津波防災の日」に、以下の取組を

実施いたしますので（別紙参照）、これらの概要についてお知らせいたします。 

また、今年で「津波対策の推進に関する法律」の制定から３年が経過したことから、

改めて全国の地方公共団体、民間企業等に対して、地震・津波防災訓練の実施を呼び

かけました。この呼びかけに応じて、全国で約 300の団体が地震・津波防災訓練等を

実施することとなったため、それら団体の取組状況について、10 月 24 日時点での最

終取りまとめ結果（第 3報）を公表いたします。 

取組１．非常災害対策本部設置訓練（詳細は別添１） 

取組２．地震・津波防災訓練（内閣府主催）（詳細は別添２） 

取組３．中部緊急災害現地対策本部運営訓練（詳細は別添３） 

取組４．「津波防災の日」シンポジウム（詳細は別添４） 

（参考．地方公共団体・民間企業等における地震・津波防災に係る取組状況（別添５）） 

参考資料

CO744291
長方形



「津波防災の日」シンポジウム

開催日：１１月５日（仙台市）
内 容：津波防災の意識啓発を図るシンポジウムを開

催し、メディアを通じて国民への周知を図る。

７月～１０月 １１月

地震・津波防災訓練

地震・津波防災訓練
キックオフイベント
（7月30日実施）

都道府県
主催訓練 市町村

主催訓練

民間企業
主催訓練

自治会等
主催訓練

他省庁
主催訓練

広
報

地震・津波防災訓練
（内閣府）

北海道
（浜中町）

千葉県
（いすみ市）

愛知県
（西尾市）

和歌山県
（広川町）

山口県
（周防大島町）

高知県
（大月町）

宮崎県
（日南市）

全国８か所
宮城県

（多賀城市）

○ 津波防災の日のポスター配布・掲示による津波防災の日の周知（7月～11月）

※11月5日「津波防災の日」

（津波対策の推進に関する法律）

（内閣府）
地震・津波防災
訓練の呼びかけ

（５月～）

＜対象＞
・都道府県
・市町村
・民間企業 等

(中央防災会議)
「津波防災の
日」にかかる行
事等の実施依頼
通知

＜対象＞
・指定行政機関
・指定公共機関
・都道府県防災会議

プレス発表
（9月2日）

参加者募集
（10月9日～）

非常災害対策本部設置訓練（11月5日）

平成２６年度「津波防災の日」に関する取組について
≪別紙≫

津波防災大使（羽生結弦選手※）
津波防災大使に任命した羽生選手によるメッセージ発
信をはじめとした津波防災に係る普及啓発の推進。

※男子フィギュアスケート選手（仙台市出身）



≪別添１≫

１１月５日（津波防災の日）非常災害対策本部設置訓練 

及び津波防災に関する会議について 

１１月５日の「津波防災の日」に官邸にて、非常災害対策本部の設置訓練を行います。ま

た、この場を活用して、総理出席（調整中）の下、「津波防災の日」に関する取組みの状況

や、各地域で行われる地震・津波防災訓練についての報告などを受けます。 

１．非常災害対策本部設置訓練 

（１）日時、場所 

日時：平成２６年１１月５日（水） １０：３０まで 

場所：官邸４階 大会議室 

（２）取材 

訓練は非公開 

２．津波防災に関する会議 

（１）日時、場所 

日時：１の非常災害対策本部設置後、引き続き１０：３０から 

場所：１と同じ 

（２）内容 

○「津波防災の日」に関する取組について

○各地域で実施している地震・津波防災訓練の報告

・和歌山県広川町 

・山口県周防大島町  

・愛知県西尾市 

・北海道浜中町 

・国土交通省 四国地方整備局 

○中部緊急災害現地対策本部運営訓練の報告

○普及啓発に関する取組について

（３）取材 

会議は公開 

（詳細は官邸報道室の指示に従って下さい。） 

（４）その他 

１１時４０分目途、内閣府特命担当大臣（防災）会見 

（官邸３階エントランスホールにてぶら下がり取材） 

＜お問い合わせ先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官（地方・訓練担当）付 

参事官補佐 門 久仁彦 

主   査  木全 洋太 

TEL：03-3503-9394（直通）



シェイクアウト訓練

訓練開始合図（防災行政無線等）で、
自らの身を守る安全確保行動１－２－
３を１分から数分間実施

防災行政無線による情報伝達訓練等
を活用し、最寄りの避難場所等へ避難

津波避難訓練

その他

主な訓練内容

●

中部エリア〈別紙４〉

１１月５日（水）

愛知県西尾市

近畿エリア〈別紙５〉

１１月５日（水）

和歌山県広川町

●

●

関東エリア〈別紙３〉

１１月８日（土）

千葉県いすみ市

四国エリア〈別紙７〉

１１月２日（日）

高知県大月町

●

●

九州エリア〈別紙８〉

１１月６日（木）

宮崎県日南市

●

中国エリア〈別紙６〉

１１月５日（水）

山口県周防大島町

●

東北エリア〈別紙２〉

１１月９日（日）

宮城県多賀城市

北海道エリア〈別紙１〉

１１月１日（土）

北海道浜中町

●

大島地区

大浦地区

鵜戸地区

沿岸地域児童・生徒
和田地区

市内全域

市内全域市内全域

霧多布地区

情報伝達訓練、物資配給訓練、炊き
出し訓練等（※地域により異なる）

地震・津波防災訓練（内閣府主催）

内閣府では津波災害による人的被害は、住民の迅速な避難によって、飛躍的に軽減できることを踏まえ、
平成２３年に制定された「津波対策の推進に関する法律」に基づく「津波防災の日（１１月５日）」を中心として、
以下のとおり住民参加の地震・津波防災訓練を実施します。（各地域の詳細は次ページ以降をご覧下さい。）

＜お問い合せ先＞
内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（地方・訓練担当）付 門・青山
TEL：03-3503-9394（直通）FAX：03-3502-6034

≪別添２≫



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
北海道 浜中町 防災対策室
ＴＥＬ：0153-62-2138
ＦＡＸ：0153-62-2229

北海道エリア（北海道浜中町）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月１日（土）９：３０～

２．場所
北海道浜中町霧多布地区

３．訓練の想定
釧路沖地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・津波避難訓練
・防災学習（津波防災講座等）
・炊き出し訓練
・防災パネル等の展示

出典：国土地理院

【避難所】メイン会場
霧多布温泉ゆうゆ

【避難開始場所】
霧多布小学校

浜中町役場

【避難開始場所】
霧多布保育園

＜別紙１＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
宮城県 多賀城市 総務部 交通防災課
ＴＥＬ：022-368-1141（内線273）
ＦＡＸ：022-368-1360

東北エリア（宮城県多賀城市）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月９日（日）８：４５～

２．場所
宮城県多賀城市市内全域
（大規模災害時指定収容避難所等）

３．訓練の想定
宮城県沖Ｍ９．０の地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・情報伝達訓練
・津波避難･避難誘導訓練
・要配慮者避難誘導訓練
・避難所開設訓練
・救出・救護訓練
・緊急物資輸送訓練
・ＡＥＤ訓練
・炊き出し訓練
・防災備品取扱訓練 等

＜別紙２＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
千葉県 いすみ市 危機管理課
ＴＥＬ：0470-62-2000
ＦＡＸ：0470-63-1252

関東エリア（千葉県いすみ市）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月８日（土）９：００～

２．場所
千葉県いすみ市市内全域

３．訓練の想定
元禄地震規模

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・津波監視訓練
・津波避難・避難誘導訓練
（観光客の避難誘導を含む）

・避難者輸送訓練
・孤立者救助訓練
・行方不明者の探索及び救護所運営訓練
・炊き出し訓練及び給水支援訓練
・防災啓発展示 等

出典：国土地理院

【メイン会場】
文化とスポーツの森

いすみ市役
所

●

【津波避難訓練】
市内沿岸部

＜別紙３＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
愛知県 西尾市 危機管理局 危機管理課
ＴＥＬ：0563-65-2137
ＦＡＸ：0563-53-7512

中部エリア（愛知県西尾市）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月５日（水）９：００～

２．場所
愛知県西尾市市内全域

３．訓練の想定
南海トラフ地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・津波監視訓練
・津波避難･避難誘導訓練
・余震対応訓練
・被災バス等からの救出救助訓練
・ヘリによる救出救助訓練
・倒壊ビル等からの救出救助訓練
・住民による初期消火訓練
・防災啓発展示 等

出典：国土地理院

【訓練会場】
坂田球場（一色海浜公園内）

【避難場所】
正法寺

＜別紙４＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
和歌山県 広川町 総務政策課
ＴＥＬ：0737-23-7732
ＦＡＸ：0737-62-2407

近畿エリア（和歌山県広川町）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月５日（水）１０：１５～

２．場所
和歌山県広川町
沿岸地域児童・生徒
和田地区

３．訓練の想定
南海トラフ地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・津波避難訓練
・物資配給訓練
・防災講演会

出典：国土地理院

【避難場所】
広八幡神社

【避難開始場所】
広小学校・なかよし子ども園

広川町役場

【避難開始場所】
【防災講演会会場】

耐久中学校

＜別紙５＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
山口県 周防大島町 総務部 総務課
ＴＥＬ：0820-74-1000
ＦＡＸ：0820-74-1016

中国エリア（山口県周防大島町）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月５日（水）１０：００～

２．場所
山口県周防大島町大島地区

３．訓練の想定
南海トラフ地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・津波避難訓練
・情報伝達訓練
・物資配給訓練

出典：国土地理院

【避難場所】
海の見える高台

【避難場所】
周防大島町役場

【避難開始場所】
明新小学校

＜別紙６＞

【避難開始場所】
グループホームひまわり、こすもす



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
高知県 大月町 危機管理課
ＴＥＬ：0880-73-1140
ＦＡＸ：0880-73-1380

四国エリア（高知県大月町）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月２日（日）９：００～

２．場所
高知県大月町大浦地区

３．訓練の想定
南海トラフ地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・情報伝達訓練
・津波避難訓練
・ヘリによる物資補給訓練
・ヘリによる負傷者救助訓練
・炊き出し訓練

出典：国土地理院

【避難場所】
タビラ

【炊き出し訓練等】
大浦老人憩いの家

【避難場所】
倉ケ谷

【避難場所】
中地

【避難場所】
巾着山

【避難場所】
配水タンク付近

【避難場所】
休場

＜別紙７＞



＜取材場所等に関するお問い合せ先＞
宮崎県 日南市 総務課 危機管理室
ＴＥＬ：0987-31-1125
ＦＡＸ：0987-23-1815

九州エリア（宮崎県日南市）の訓練概要

１．日時
平成２６年１１月６日（木）９：３０～

２．場所
宮崎県日南市鵜戸地区

３．訓練の想定
南海トラフ地震

４．訓練概要
・シェイクアウト訓練
・情報伝達訓練
・津波避難･避難誘導訓練
・負傷者救出訓練
・物資補給訓練
・防災講話
・防災物品等の展示

【避難場所】
鵜戸隧道南側広場

【物資補給訓練会場】
鵜戸神宮第２駐車場

出典：国土地理院

【物資補給・負傷者救出訓練会場】
鵜戸小中学校

【避難場所】
宮浦第一農園

出典：国土地理院

〈宮浦区〉

〈鵜戸区〉

＜別紙８＞



　　 

平成２６年１０月２８日 

内閣府（防災担当） 

中部緊急災害現地対策本部運営訓練について 

１ 訓練の趣旨 

南海トラフ地震発生時に、被災地に設置される緊急災害現地対策本部運営訓練を実施する。 

２ 訓練の概要 

実施日 平成26年11月5日（水）10：00～11：30 第１回中部緊急災害現地対策本部会議

訓練想定 

南海トラフ地震 

○発生日時 11 月 5 日（水）6時 00 分 

○震源地 和歌山県南方沖 

○地震規模 マグニチュード 9.1 

○最大震度 震度 7 

実施場所 愛知県 自治センター（愛知県名古屋市中区三の丸二丁目３番２号） 

参加機関 

内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、消防庁、厚生労働省、農林水産省、 

経済産業省、国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、環境省、防衛省、

岐阜県、愛知県、三重県   （計 17 機関） 

取材受付場所及び時間 ９：２０～９：４５（愛知県 自治センター１２階Ｅ会議室入口付近） 

留意事項 

・第１回中部緊急災害現地対策本部会議における取材について 

ア 本部会議の冒頭（10:00～10:05） 

イ 松本政務官と愛知県知事とのＴＶ会議（11:12～11:17） 

ウ 松本政務官から山谷防災担当大臣への訓練報告（11:19～11:25） 

エ 本部会議終了後のぶら下がり取材（11:45 メド） 

・取材をされる際には、訓練の支障とならないようご協力願います。 

・取材を希望される場合は、１０月３０日（木）１１時までに別紙にて事前登

録をお願い致します。 

・入庁の際は身分証明書及び報道であることを示す社名入りの腕章を提示し、

取材中は着帯ください。（提示がないと入庁できないことがあります。）

中部緊急災害現地対策本部 

（愛知県自治センター１２階） 

１

＜別添３＞
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・20都道県、212市町村において訓練を実施
（11月1日～9日に実施する訓練は別紙３）

・非常災害対策本部設置訓練の実施（１１月５日）
・全国８か所での地震・津波防災訓練の実施（11月１日～９日）(訓練内容は別紙１)

・７省庁（警察庁、消防庁、法務省、経済産業省、国土交通省、気象庁、防衛省）に
おいて訓練を実施 （11月1日～9日に実施する訓練は別紙２）

・民間企業・団体等68団体において訓練を実施
（10月～11月に実施する訓練は別紙４）

２．国（内閣府以外）のとりくみ

１．内閣府のとりくみ

３．地方公共団体のとりくみ

４．民間企業等のとりくみ

地震・津波防災訓練に係る取組状況について
（訓練については10月～11月）

５．その他のとりくみ

・気象庁が実施する緊急地震速報訓練に、全国の民間企業等が参加（別紙５）
・ポスター・ピンバッジ等を用いた「津波防災の日」に関する普及啓発（別紙６）

赤字：第２報からの変更箇所

青字：すでに終了している訓練

≪別添５≫



シェイクアウト訓練

訓練開始合図（防災行政無線等）で、
自らの身を守る安全確保行動１－２－
３を１分から数分間実施

防災行政無線による情報伝達訓練等
を活用し、最寄りの避難場所等へ避難

津波避難訓練

その他

訓練内容

●

中部エリア

１１月５日（水）

愛知県西尾市

近畿エリア

１１月５日（水）

和歌山県広川町

●

●

関東エリア

１１月８日（土）

千葉県いすみ市

四国エリア

１１月２日（日）

高知県大月町

●

●

九州エリア

１１月６日（木）

宮崎県日南市

●

中国エリア

１１月５日（水）

山口県周防大島町

●

東北エリア

１１月９日（日）

宮城県多賀城市

北海道エリア

１１月１日（土）

北海道浜中町
●

大島地区

大浦地区鵜戸地区

沿岸地域児童・生徒
和田地区

市内全域

市内全域

市内全域

霧多布地区

情報伝達訓練、物資配給訓練、炊き
出し訓練等（※地域により異なる）

地震・津波防災訓練（内閣府主催）
≪別紙１≫



≪別紙２≫

○法務省
・高松法務局、神戸地方法務局、徳島地方法務局におい
て、シェイクアウト訓練及び津波避難訓練を実施（11月
5日）
・宮城刑務所（石巻拘置支所）、山形刑務所（酒田拘置
支所）、福島刑務所（いわき拘置支所）、松山刑務所
（宇和島拘置支所）、長崎刑務所（島原拘置支所）、松
山学園及び小田原少年院で津波避難訓練を実施（11月5
～6日）

○警察庁
（平成26年度中国・四国管区警察局合同広域緊急援助隊等災害警
備訓練）
中国管区、四国管区警察局及び両管区内９県警察の合同による、
地震・津波を想定した救出・救助訓練等を実施

（11月５日、６日）
（平成26年度東北管区広域緊急援助隊北部三県合同訓練）
東北管区警察局、秋田県警察、青森県警察、岩手県警察の合同に
よる地震・津波を想定した救出・救助訓練等

（11月５日）
（北海道警察津波対応訓練（仮称））
北海道警察による、津波を想定した各種災害対応訓練

（11月１日～９日の間に実施）
（福井県警察津波対応訓練（仮称））
福井県警察による、県内沿岸市町及び地域住民と連携した実践的
な避難等津波対応訓練（11月５日）
（警察庁・関係管区警察局合同災害警備図上訓練（仮称）） 警
察庁及び関係管区警察局の合同による、南海トラフ地震の津波災
害等を想定した図上訓練を実施（１１月１日～９日を予定）
（香川県警察緊急連絡システム配信訓練）
香川県警察による、「緊急連絡システム」を活用した全職員に対
する情報提供、参集要請、安否確認訓練を実施（11月5日）

○経済産業省
（資源エネルギー庁）
石油連盟と連携し、地震・津波発災直後において、「災害時石油
供給連携計画」実施の大臣勧告の発出及び勧告が発出されたこと
の連絡等に係る訓練を実施（11月5日）
（東北経済産業局ほか）
宮城県沖地震及び津波により通常の燃料供給手段が制約を受けて
いるという想定で、ＪＸ仙台製油所及び出光塩釜油槽所から、陸
上自衛隊東北方面隊による輸送支援を受けて燃料を搬出、輸送す
る（11月7日）

国（内閣府以外）が実施する地震・津波防災訓練（1/2）
（11月1日～9日に実施する訓練）

○内閣府・消防庁・気象庁
広く国民参加の下、緊急地震速報を見聞きした際の行動
訓練のために、11月5日午前10時に訓練用緊急地震速
報を配信（11月5日）

○消防庁
（地震津波対応図上訓練）
南海トラフ巨大地震及び津波を想定した図上訓練を実施
（11月5日）
※下記緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練と連動し、
実施

（平成26年度緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練）
地震・津波を想定した緊急消防援助隊の図上訓練及び実
動訓練を実施（11月5日～6日）

（石油コンビナート等における自衛防災組織の技能コン
テスト）
コンビナート事業所の自衛防災組織による消防車の運用
技能コンテストを実施（11月5日の前後一週間程度）



○国土交通省
（国土交通本省・近畿地方整備局）

南海トラフ巨大地震を想定し、近畿地方沿岸部の港湾において、情報伝達や避難誘導などの一般的な災害対応訓練に加え、関係

機関と連携したTEC-FORCE広域派遣や航路啓開などの実動訓練を実施予定（大規模津波防災総合訓練）（11月8日）

（北海道開発局）

釧路港において緊急時避難体制の検証と被災後の啓開調査や啓開作業等の連携体制の確認・強化を図るため、釧路沖で発生する

海溝型地震を想定し、釧路港湾事務所及び同工事安全連絡協議会を構成する工事受注者との連携のもと避難訓練を行う(11月5日)

（東北地方整備局）

大規模地震による津波を想定し、釜石港において航路啓開を重点とした実働訓練等を実施（11月５日）

（関東地方整備局）

関東防災連絡会と連携した首都直下地震防災訓練を踏まえ、広域災害時の津波を想定した緊急確保航路の航路啓開訓練や港湾の

被害調査に関する訓練を実施予定（11月５日）

（北陸地方整備局）

大型浚渫兼油回収船「白山」の保有者として、四国地方整備局が行う訓練（下記参照）とあわせ、情報伝達訓練を実施予定

（中部地方整備局） （11月5日）

南海トラフ巨大地震を想定し、政府緊急災害現地対策本部設営・運用訓練及び政府緊急災害現地対策本部と連携して各県市災害

対策本部の運用訓練を実施予定（南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会広域連携訓練）（11月5日）

（中国地方整備局）

南海トラフ巨大地震を想定し、職員の非常参集により庁舎点検、本部・支部設営訓練を実施するとともに、被災事務所とＴＶ会

議システムにより被災状況等の情報伝達訓練を実施予定。（11月5日前後）

（四国地方整備局）

南海トラフ巨大地震を想定し、甚大な被害の発生が想定される高知県において、北陸地方整備局保有の大型浚渫兼油回収船「白

山」を活用した緊急物資海上輸送訓練及び油回収訓練を実施するとともに、ヘリによる緊急調査及び排水ポンプ車による緊急排水

訓練を実施予定（地震・津波対策訓練（国有船舶を活用した緊急物資海上輸送及び油回収訓練等））（11月５日）

（九州地方整備局）

南海トラフ巨大地震を想定し、本局と事務所において発災から直営船出動、港湾・空港施設の被害状況調査、海洋環境整備船に

よる油回収訓練、港湾業務艇による航路等の深浅測量訓練等を実施予定（11月５日）

※東京航空局及び大阪航空局における取組については別紙４に掲載

国（内閣府以外）が実施する地震・津波防災訓練（2/2）
（11月1日～9日に実施する訓練）



地方公共団体が実施する地震・津波防災訓練（１/５）
（11月1日～9日に実施する訓練）

○千葉県
（館山市）
那古地区において、津波の襲来を想定した避難訓練や備蓄品
の確認を実施（11月5日）

○神奈川県
県内沿岸16市町と防災行政無線網による情報伝達訓練を実
施（11月5日）

○静岡県
（静岡県）
清水港、田子の浦港、御前崎港、焼津漁港において津波避難
訓練、情報伝達訓練等を実施（11月５日前後）
（熱海市）
夜間の津波避難及び避難所受入・生活訓練を実施（11月８
日）

○愛知県
（東海市）
市内すべての保育園、幼稚園及び小中学校等を対象とした津
波からの一斉避難訓練を実施（11月５日）
（田原市）
大地震・津波が発生したという想定のもと、避難や救助、消
火、応急手当等の災害対応などを市内全自主防災会（103地
区）が一斉に訓練を行う（11月8日）

○三重県・和歌山県・徳島県・高知県
（４県共同津波避難訓練）
４県及び４県の沿岸市町村等が１１月５日を中心に地震・津
波に係る津波避難訓練や情報伝達訓練等を実施

○三重県
（三重県・志摩市総合防災訓練）
志摩市において、地震・津波を想定した避難訓練、避難所運
営訓練、救出・救助訓練、海上訓練、医療連携訓練等を実施
大紀町、南伊勢町において、地震・津波を想定した避難訓練
等を実施（11月2日）

○和歌山県
（沿岸市町）
沿岸市町で一斉に津波避難訓練を実施（11月1日）
（和歌山市）
近畿地方整備局と共催による、地震・津波を想定した初動対
応訓練、各機関の連携による応急活動訓練等を実施

（11月8日）
（海南市）
全市民を対象に、津波避難訓練及び安否確認訓練等の防災訓
練を実施するとともに、職員を対象とした図上訓練を実施す
る。（１１月９日）
（串本町）
JR西日本と連携し、地元住民も参加し、災害時における列車
からの避難等について、実車を活用した津波避難誘導訓練を
実施する。（11月5日）

太平洋沿岸地域（南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域※）

≪別紙３≫



地方公共団体が実施する地震・津波防災訓練（２/５）
（11月1日～9日に実施する訓練）

太平洋沿岸地域（南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域※）つづき

○徳島県
（海陽町）
Ｊアラートを合図とした地震、津波に関する避難訓練を実施。
町内学校等において対応訓練を実施予定。（11月5日）

○高知県
（高知県災害対策本部震災対策訓練）
地震・津波を想定した災害対策本部・支部震災対策図上訓練
を実施（11月5日）
（須崎市）
地域住民や児童生徒が買い物中に地震が発生し、その後津波
が襲来するとの想定で、量販店等から緊急避難を行う訓練を
実施（11月5日）

○大分県
（大分県石油コンビナート等総合防災訓練）
大分地区石油コンビナート等特別防災区域協議会との共催に
よる地震・津波を想定した災害対応実働訓練（情報伝達、拡
大防止措置等）を実施（11月６日）
（佐伯市）
地震・津波等を想定した避難訓練等を実施（11月９日）
（臼杵市）
津波を想定した避難訓練を実施（11月5日）

※参考：南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域（１都13県139市町村）

＜指定基準＞
○津波により３０ｃｍ以上の浸水が地震発生から３０分以内に生じる地域
○特別強化地域の候補市町村に挟まれた沿岸市町村
○同一府県内の津波避難対策の一体性の確保

※浸水深、浸水面積等の地域の実情を踏まえ、津波避難の困難性を考慮



地方公共団体が実施する地震・津波防災訓練（３/５）
（11月1日～9日に実施する訓練）

○茨城県
（茨城県）
四国沖を震源とした地震に伴う津波警報の発表を想定し，本
県沿岸市町村で指定避難所を数ヶ所開設し，Ｌアラートを活
用した訓練を実施（11月5日）
（大洗町）
地震・津波を想定した職員初動対応訓練を実施（11月5日）

○千葉県
（勝浦市）
南海トラフ地震による津波を想定した（津波避難場所への）
徒歩による避難訓練を実施し、各津波避難場所に職員を配置
し、避難者数等を集計する。（11月8日）

○鹿児島県
（鹿屋市）
自主防災組織等の参加による地震・津波を想定した情報伝達
訓練及び避難誘導訓練（11月9日）

○秋田県
（秋田市）
沿岸部の町内会および小学校が津波を想定した避難訓練を実
施（11月5日）
（由利本荘市）
町内会、幼稚園および小学校が津波を想定した避難訓練を実
施（11月2日）

○鳥取県
（とっとり防災フェスタ２０１４）
防災フェスタ内で地震・津波を想定した避難訓練等を実施
（11月２日）

○福岡県
（古賀市）
市内の小学校において、津波を想定した避難訓練を実施
（11月5日）

太平洋沿岸地域（その他）

○岩手県
（大船渡市）
地震・津波の発生に伴う避難訓練を実施（11月9日）
（大槌町）
地震・津波を想定した職員等の初動対応訓練（11月５日）
（岩泉町）
自衛隊と共同で、災害対策本部等設置訓練、避難及び避難所
開設運営訓練、炊き出し訓練等を実施（11月9日）

○宮城県
（南三陸町総合防災訓練）
地震・津波及び土砂災害を想定した総合防災訓練（11月9
日）

○神奈川県
（川崎市）
津波避難訓練を実施（11月8日）

日本海沿岸地域



地方公共団体が実施する地震・津波防災訓練（４/５）
（11月1日～9日に実施する訓練）

○大阪府
（大阪市）
津波浸水区域１７区において、地震・津波を想定した避難訓
練（11月５日を含む前後１か月間）
（高石市）
市内児童・生徒及び学生の参加による地震情報伝達・発生時
避難行動訓練、津波情報伝達訓練、津波避難訓練、初期消火
訓練等（11月５日）
（堺市）
近畿地方整備局との共催による、津波避難訓練及び救出・救
助訓練、消火訓練、炊き出し訓練等（11月８日）
（田尻町）
地震・津波を想定した避難訓練等を実施（11月９日）

○広島県
（尾道市）
地震・津波を想定した避難訓練を実施（11月3日）

○愛媛県
（大洲市）
津波災害時の災害対策本部の運営と支所との衛星携帯電話を
使用した情報伝達訓練（11月5日）

○兵庫県
（兵庫県石油コンビナート等総合防災訓練）
地震・津波を想定した防潮門扉閉鎖訓練及び石油コンビナート等
総合防災訓練（11月5日）
（全県一斉シェイクアウト訓練）
シェイクアウト訓練後、沿岸部の一部自治体において、津波を想
定した避難訓練を実施（11月5日）
（明石市）
地震・津波を想定した避難訓練等を実施（11月8日）
（西宮市）
地震・津波を想定した避難所運営訓練を実施（11月5日）
（相生市）
地震・津波を想定した避難訓練等を実施（11月１日）
（高砂市）
地震・津波を想定した避難訓練等を実施（11月2日）
（播磨町）
地震・津波を想定した避難訓練等を実施（11月１日）

○大分県
（別府市）
地震・津波を想定した避難訓練および応急対策訓練（11月2日）

大阪湾・瀬戸内海沿岸地域

その他（オホーツク海、東シナ海）沿岸地域等

○沖縄県
（沖縄県広域地震・津波避難訓練）
県と県内すべての市町村が合同による津波避難訓練等を実施（11月５日）
【参加予定の市町村（県内の全41市町村）】
那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、
宮古島市、南城市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、
金武村、伊江村、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城町、西原町、与那原町、
南風原町、渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、伊平屋村、
伊是名村、久米島町、八重瀬町、多良間村、竹富町、与那国町

○神奈川県
（寒川町）
河川を遡上する津波を想定した避難訓練を実
施（11月5日）

○長崎県
（五島市）
１町内会を対象に、緊急地震速報訓練と連携
した津波避難訓練等（11月５日）



地方公共団体が実施する地震・津波防災訓練（５/５）
（10月～11月に訓練を実施する地方公共団体）

20都道県212市町村
※10月１日から11月31日の間に訓練を実施する地方公共団体



民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（1/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

≪別紙４≫

○北海道旅客鉄道株式会社
北海道南東沖を震源とする震度６弱の地震が発生し、音別地
区に大津波警報・避難指示が発表されたという想定で実施。
音別駅に進入中であった列車は直ちに非常停止手配をとり、
お客様を列車から避難梯子で降車後に音別地区の避難場所ま
で避難誘導を行う。（10月8日）

○東日本旅客鉄道株式会社
東日本大震災時に東北地方の路線において甚大な被害が発生
したことを教訓とし、社員を対象とした講演会により、津波
防災に関する意識の向上を図る（11月4日）

○東海旅客鉄道株式会社
静岡地区および三重地区において列車からの津波避難誘導訓
練を実施（11月5日）

鉄 道

○西日本旅客鉄道株式会社
（和歌山支社）
南海トラフ地震による津波が発生した想定で、列車からの避難
誘導訓練を実施予定。訓練後に防災講演も予定（11月5日）
（岡山支社）
瀬戸内海沿岸（宇野線沿線）に津波警報が発表された想定の津
波対応訓練を実施（11月27日）
（福知山支社、米子支社）
地震・津波を想定した避難誘導訓練を実施（10月～11月）

○四国旅客鉄道株式会社
列車走行中に地震が発生したことを想定し、その場で緊急停
車・降車し、避難訓練を実施（11月5日）

○九州旅客鉄道株式会社
・大分県臼杵市において、地元住民参加による列車からの避難
訓練を実施（11月５日）
・宮崎県宮崎市青島地区で列車からの避難訓練を実施（11月
５日）

○丹後海陸交通株式会社
地震・津波を想定し、タイムを計測する避難訓練を実施（11
月5日）

○大山観光電鉄株式会社
地震・津波発生時のお客様への情報提供方法の教育・訓練、現
業長会議での「津波防災の日」の徹底、広域避難場所の確認を
実施（11月5日）

JR北海道での訓練風景（提供：JR北海道）



○高松琴平電気鉄道株式会社
『南海トラフを震源とする地震発生及び、緊急地震速報受
信』の想定で、運転指令及び営業係等の通信・行訓練を実施
予定（11月5日）

○東京モノレール株式会社
羽田空港津波避難行動計画に基づき、国際線地区において実
施される津波避難訓練に社員が参加（11月5日）

○沖縄都市モノレール株式会社
巨大地震の発生および津波の襲来を想定し、津波緊急一時避
難施設である駅舎内での避難訓練を実施する。訓練後には反
省会を実施し、今後の防災対策の参考とする。（11月5日）

○稚内空港※

空港内の職員を対象に、情報収集および伝達訓練、自主避難・
避難誘導訓練などを実施（11月5日）

○新潟空港※

空港内の職員を対象に、自主避難および避難誘導訓練および現
地対策本部設置訓練などを実施（11月5日）

○東京国際空港※

空港内の職員を対象に、自主避難・避難誘導訓練などを実施
（11月5日）

○中部国際空港（中部国際空港株式会社）

・緊急地震速報の鳴動により、在館者によるシェイクアウト訓
練を実施
・空港内に設置した津波警報サイレンの吹鳴により、屋外勤務
者を津波避難口および津波避難ビルに避難誘導する訓練を実施
（11月5日）

○関西国際空港（新関西国際空港株式会社）

関西国際空港において、地震情報の放送周知訓練、地震時の安
全行動訓練、津波避難の周知訓練及び津波避難誘導訓練を実施
（11月5日）

○高知空港※

空港内の職員を対象に、情報収集および伝達訓練、自主避難お
よび避難誘導訓練などを実施（11月5日）

○宮崎空港※

空港内の職員を対象に、情報収集および伝達訓練、自主避難お
よび避難誘導訓練などを実施（11月4日）

（※国土交通省東京航空局、大阪航空局が実施）

鉄道（つづき）

民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（２/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

空 港

○いわくにバス株式会社
津波を想定した防災訓練を実施（10月～11月）

○隠岐海士交通株式会社
海士町と協働で津波避難訓練を実施（10月～11月）

○株式会社フジエクスプレス
地震発生時に運行中のすべての車両を対象に、防災無線訓
練を実施（10月～11月）

○太平洋フェリー株式会社
南海トラフ地震を想定し、地震発生およびそれに伴う津波
発生を想定した避難場所への避難誘導訓練を実施（11月6
日）

バス・フェリー



民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（３/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

道 路

○東日本高速道路株式会社
東日本大震災を踏まえ、高速道路に整備された津波避難階段
を活用した、地元住民の避難訓練への参加（10月～11月）

○中日本高速道路株式会社
(西湘バイパス 西湘PA(下り線))
お客さま参加型の津波避難訓練を実施（11月５日）
(伊勢湾岸自動車道、東名阪自動車道、名古屋第二環状自動車
道 料金所20箇所、休憩施設１箇所)
津波浸水が想定される料金所等を対象に、お客さま対応訓練
を実施(11月１日～９日の間)
(北陸自動車道 徳光PA(下り線))
お客さま参加型の津波避難訓練を実施（11月５日）

○西日本高速道路株式会社
高速道路に整備した津波緊急避難場所の実効化を図るため、
関係自治体と協働で訓練の実施を検討中（10月～11月）

○本州四国連絡高速道路株式会社
休日、夜間を想定し、大津波警報の発令時においても本四高
速事業継続のため、社員が安全に本社、管理センターに参集
するための参集経路の確認訓練を実施。（11月5日）

電力・ガス

○東北電力株式会社
東日本大震災と同規模の地震・津波による停電や設備被害等
を想定した対処訓練（10月～11月）

○北陸電力株式会社
火力発電所において、津波を想定した避難訓練を実施
（10月～11月）

○関西電力株式会社
南海トラフ巨大地震とそれに伴う津波を想定した、実避難訓
練（事業所、寮、社宅、作業現場）と図上訓練（ロールプレ
イング方式）を実施予定（11月５日）

○電源開発株式会社
火力発電所において、関係自治体が実施する地震・津波を想
定した避難訓練に併せて訓練を実施予定（11月5日）

○西部瓦斯株式会社
各事業所にて、地震・津波を想定した対応訓練（詳細検討
中）を実施予定（９月～11月の期間）



民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（４/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

○NTTグループ
首都直下地震及び南海トラフ巨大地震の発生を想定した
以下の訓練（10月～11月）を検討
・緊急参集訓練、災害対策機器の設営訓練 等

○ソフトバンクグループ
社員（26,000人）を対象に、
①地震/津波を想定した安否確認訓練
②災害時初動マニュアルの携帯端末で全社員常時携行及びヤ
フー防災速報の活用徹底
③ソフトバンクショップ及び事業所等津波避難場所の再確認
④沿岸部事業所へライフジャケットの配備・周知
を実施（11月20日）

○KDDI株式会社
南海トラフ巨大地震を想定し、社内の安否情報収集および初
動復旧対応体制確立までの訓練を行う。
（一部事業所では、11月5日に避難経路確認訓練を実施）

建 設通 信

○大分ケーブルテレコム株式会社
グループ企業にも参加いただき、南海トラフ地震・津波への
実践的な備えを柱とした取組を実施（10月～11月）

○南紀白浜コミュニティ放送株式会社
局舎内において、地震・津波を想定した初動防災放送体制の
確認（緊急放送の実施）及び非常用設備機器の操作による訓
練を実施（11月５日）

放 送

○大成建設株式会社
本社・支店・グループ会社を対象に、最新の被害想定（地震
による津波・火災等）に基づいた大規模災害訓練を実施予定
（11月）

○株式会社熊谷組
岩手県釜石市等の工事現場で津波防災訓練を実施予定
（11月）

○株式会社一条工務店
自衛消防隊を中心に、南海トラフ地震を想定した緊急地震速
報を利用した館内放送、屋上への避難、メール試験配信等を
実施

○株式会社竹中工務店
・対策本部要員を対象とした図上演習（10月）
・全社合同震災訓練（従業員安否確認・徒歩出社訓練・災害
対策本部設置訓練・被災状況確認・建物健全性確認・物的人
的支援対応・グループ会社を含む全社連携確認他）個別訓練
(備蓄品使用確認・緊急地震速報発信・津波避難訓練他）
（11月15日ほか

○東急建設株式会社
緊急地震速報の放送、初期消火、避難、救援救護等の自衛消
防隊訓練を実施（10月22日）
早期参集可能者による災害対策本部開設訓練を実施（11月
26日予定）



民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（５/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

○JX日鉱日石エネルギー株式会社
・室蘭製造所において、大津波警報発令時を想定した指定避
難場所への避難訓練（11月13日）
・仙台製油所において、津波警報受信後の所内での連絡訓練、
避難訓練を実施（11月）
・横浜製造所において、津波が到達するまで時間がある（1
時間程度）ことを想定した避難訓練を実施（11月）

○昭和シェル石油株式会社
関係会社とともに、地震および津波が夜間に発生することを
想定した安否確認訓練を実施（11月5日）

○和歌山石油精製株式会社
南海トラフ地震を想定し、屋外タンク貯蔵所からの油流出お
よび火災を想定した訓練を実施（11月8日）

○昭和四日市石油株式会社
通報訓練や消防車機能確認訓練等を実施（11月5日）

○石油連盟
製油所、油槽所の被災状況の情報収集の訓練、非常用発電機、
ドラム缶出荷設備、衛星電話の作動訓練、油濁事故に係る訓
練の実施（11月5日）

○太陽石油株式会社
・山口事業所において、津波警報を受けてから装置を緊急停
止するまでの手順及び避難経路の確認を実施（11月17日～
28日）
・四国事業所において、緊急地震警報を受信後、①身の安全
の確保、②装置の緊急措置の実施、③大津波警報発令後の緊
急放送の実施、④避難指示、避難の実施の手順を確認を行う
とともに、避難経路及び避難に要する時間の確認（11月5
日）

○鹿島石油株式会社
鹿島製油所において、大津波警報発令時の緊急放送の実施な
らびに津波を想定した避難指示、避難等に要する時間の確認
を実施（11月1日～9日）

○コスモ石油株式会社
千葉製油所において、整備工事に係る協力会社及び弊社の従
業員を対象に、大津波警報発令時の情報伝達・避難訓練を実
施予定（11月5日）

○西部石油株式会社
製油所従業員を対象に安否確認訓練を実施（11月5日）

石 油

○日本銀行
本支店等での避難経路確認、津波警報等により営業所から避
難した場合等を想定し、衛星携帯電話による本支店間通信確
認訓練を実施予定（10月～11月）

○日本郵便株式会社
自治体が実施する津波防災訓練に郵便局社員が参加する。

銀行・郵便



民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（６/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

○京都大学防災研究所
宇治川オープンラボラトリーでは、一般の方を対象とした津浪
再現装置の公開イベントを実施（10月26日）
また、地元高校生を対象に、浸水扉からの脱出、流水階段歩行
等の体験学習さらに津浪再現水槽の見学会を実施予定（11月8
日）

○電力中央研究所 地球工学研究所(千葉県我孫子市)
いすみ市立小学校の児童や千葉県等の自治体職員を対象に、
陸上を遡る津波を実物に近い規模で再現できる「津波氾濫流水
路」を使用して、津波の破壊力を体感する見学会を実施予定
（11月4日）

○独立行政法人港湾空港技術研究所
大規模津波水路の実験ほか防災関連実験施設の見学会、
地域の安全・安心を考える講座を予定（11月4日）

○UR都市機構
横浜市中区のＵＲ賃貸住宅（１団地）において、団地内関係者
が参加しての徒歩による、 津波の襲来を想定した団地内避難訓
練を実施（11月5日）

研究機関等

協同組合

○石巻かほく商工会（宮城県）
雄勝支所地区において、仮設商店街「おがつ店こ屋街」の店
主、従業員を対象に本所・支所職員とで地震津波避難訓練を
実施予定（11月5日予定）

○岩沼市商工会（宮城県）
地震・津波を想定した岩沼市商工会大規模災害対策マニュア
ルによる防災訓練及び確認

○野田村商工会（岩手県）
地震・津波を想定した避難経路確認、非常持出し確認、火の
元確認を実施（11月５日）

○能登町商工会（石川県）
地震・津波を想定し、実際に事業所から避難施設まで歩き、
避難経路確認する予定（10月～11月）

○東伊豆町商工会（静岡県）
事務所（海抜6ｍ）から付近の高台（海抜25ｍ）への避難訓
練を実施し、避難完了までの時間を確認（10月～11月）

○東浦町商工会（愛知県）
事務所内でのシェイクアウト訓練、地震及び津波遡上を想定
した避難場所（高台）への避難経路の確認、安全確認、被害
状況の連絡方法及び連絡網の確認（10月～11月）

○宮城県商工会連合会
地震・津波等を想定し、県内33商工会及び本会職員に対す
るメールによる安否確認を実施（10月～11月）

商工会
○鳥羽旅館事業協同組合
地震による火災、津波を想定した実働避難訓練を実施予定
（11月）

○協同組合徳島総合流通センター
津波の襲来を想定し、センター団地内の職員と地域住民が参
加して以下の訓練を実施（10月23日）
・津波避難ビル等への合同避難訓練
・備蓄水保管場所の確認と緊急時仮眠室への案内



○キリンビール株式会社
キリンビール仙台工場において、近隣住民等も含めた、地
震・津波を想定した避難訓練を始め、消防署への通報訓練、
津波避難者受入訓練、救助訓練等を実施（10月31日）

○株式会社クボタ
恩加島事業センターにおいて、訓練当日の来客者も一緒に訓
練に参加し、
・地震発生から45分後に大阪湾内に津波が到達する想定で、
一次避難場所から直接津波避難場所に移動する訓練を実施
・一次避難場所毎に定めた連絡責任者が避難状況を集約の上、
保安に報告する手順の確認を実施（10月～11月）

○博多港ふ頭株式会社
博多港において、津波を想定した避難訓練及び非常用電源確
保の訓練を実施（11月５日）

○損保ジャパン日本興亜株式会社
全社員（グループ計34,000人）を対象に地震・津波を想定
した安否確認訓練、津波対策マニュアルの周知・津波避難場
所の確認などの津波防災訓練を実施予定（11月5日）

民間企業等が実施する地震・津波防災訓練（７/７）
（10月から11月の間に実施する訓練）

その他
○ワタミ株式会社
津波防災の意識向上を図るため、最大級の津波を想定した
「強い地震の発生から津波が来るまで」をシェイクアウト訓
練を入れた一連の流れで実施。また、情報伝達および津波避
難の訓練、安否確認訓練、災害伝言ダイアル等の確認を実施
（10月22日）

○全日本トラック協会
全日本トラック協会と地方トラック協会での衛星電話等によ
る対応状況、指定公共機関各社（日本通運、西濃運輸、福山
通運等）への災害対応状況の連絡確認の訓練を実施予定。
（11月5日）

○株式会社塚原緑地研究所
海上キャンプ場の自主事業として、近年整備した刑部岬遊歩
道を用いた津波避難体験を実施する。（11月2・3日）

○株式会社オートバックスセブン
ビルの防災訓練として、地震後に津波が来る想定でテナント
として同居している他社と協力しビルの上部階へ避難を実施。
また、自社において危機対応本部を立上げて、地震・津波を
想定した情報伝達や安否確認訓練を実施。

○若狭高浜病院（福井県）※

大津波警報の発令を想定し、入院患者および職員の実働避難
訓練を実施（11月）

○高岡ふしき病院（富山県）※

大規模地震発生時における地震・津波災害対策の図上訓練を
実施（11月）

○中京病院（愛知県）※

各県のDMATと連携を図り、被災地における病院支援、広
域医療搬送等の実践的訓練を行う（10月11・12日）

※（独）地域医療機能推進機構

病 院



「津波防災の日」の緊急地震速報訓練
≪別紙５≫

学 校

民間企業等

国の機関

緊急地震速報
（訓練報）

11月5日（津波防災の日）に、気象庁から全国一斉に緊急地震速報（訓練報）が発信
され、全国各地の企業等で、これを使用した対応行動訓練等が実施されます。

緊急地震速報を用いた
津波避難訓練

沿岸部の一部自治体では、緊急地震速
報を合図にして、地震発生後の津波襲
来を想定し、避難訓練を実施する。

提供：気象庁

・実際の緊急地震速報ブザー音で訓練を実施できる「地震防災
訓練アプリ」（ＮＴＴドコモ提供）：今年度新規

・緊急地震速報関連アプリによる報知
（アールシーソリューション（株）、エヌ・エス・シー（株）／ストラテジー（株））

地方公共団体

※訓練報を配信する事業者・・・アールシーソリューション（株）、安全・安心サポート（株）、（株）エイツー、エヌ・エス・シー（株）／ストラテジー（株）、
（株）かなめ技術開発、（株）シーファイブ、情報事務資材（株）、スカパーＪＳＡＴ（株）、（株）センチュリー、Ｔａｋｕｓｕ（株）、（株）テックス、
（株）ドリームウェア、南海電設（株）、三菱スペース・ソフトウエア（株）、明星電気（株）、特定非営利活動法人リアルタイム地震・防災情報利用協議会

気象庁

スマートフォン用のアプリを利用して、
個人でも訓練を実施可能



ポスター・ピンバッジ等を用いた
「津波防災の日」の普及啓発

≪別紙６≫

内閣府における「津波防災の日」の普及啓発

○「津波防災の日」ポスターによる普及啓発
鉄道会社をはじめとする全国の民間企業・団体等にポスター
を配布し、駅構内や事業所内に掲示してもらうことにより、
ひろく国民に対して「津波防災の日」の普及・周知を図る。

・配布枚数：約84,000枚
・配布団体：全都道府県・市町村

民間企業等約100団体

○「津波防災の日」ピンバッジによる普及啓発
関係省庁、全都道府県のほか、津波防災に関するイベント
（シンポジウム）の参加者にピンバッジを配布し、それをつ
けていただくことで、国民に対して「津波防災の日」の普
及・周知を図る。

・配布個数：約10,000個



「津波防災の日」に関する普及啓発（１/２）

○文部科学省
地域の学校に対し、「津波防災の日」を周知し、緊急地震速報
の訓練の実施を促進

○国土交通省
各都道府県等の関係部局に対して「津波防災の日」を周知し、
訓練の実施を促進

○JR各社
駅構内などにポスターを掲示し、地域住民等の利用客に対して
「津波防災の日」を啓発（※右図）

○東京地下鉄株式会社
東京メトロの各駅構内に「津波防災の日」ポスターを掲示

○江ノ島電鉄株式会社
駅の構内や営業所にポスターを掲示

○西日本高速道路株式会社
管内のサービスエリアや事業所にポスターを掲示し、社員や利
用客に対し、津波防災を啓発

○パナソニック システムネットワークス株式会社
社内の関係拠点に掲示することにより、社員の意識向上を
図っている。

○NTTグループ
海沿いの事業所を中心にポスターを掲示し、社員に啓発

○株式会社ローソン
ローソン店舗内ＰＯＳレジのお客様向けディスプレイおよび
店内放送にて「11月5日は津波防災の日」についての啓発活
動を実施中（10月5日～11月5日）

○一般社団法人マンション管理業協会
会員のマンション管理会社を通じ、管理組合に向けて「津波
防災の日」の啓発を実施

○日本郵便株式会社
郵便局の窓口に掲示し、地域住民等の利用客に対して「津波
防災の日」を啓発

ポスター等による普及啓発

仙台東郵便局（提供：日本郵便）

東京駅（提供：JR東日本）



「津波防災の日」に関する普及啓発（２/２）

○気象庁
・「津波防災の日」に向けた政府広報番組（政府インター
ネットテレビ番組、ラジオ番組）を放送（10月下旬）
・地震や津波への備えに関する政府広報「お役立ち情報」を
掲載（10月下旬）

○NTTコミュニケーションズ（株）
・OCNトップページへの掲載（※右図）
OCNのページ（http://www.ocn.ne.jp/）

○ヤフー株式会社
・津波避難訓練等におけるヤフー防災
アプリの活用
ヤフー防災アプリ
（http://emg.yahoo.co.jp/）

○気象庁
津波防災の日に実施する緊急地震速報訓練のプレイベントと
して、緊急地震速報に関する講演会を実施（10月15日）

○石油連盟・石油化学工業協会
津波に関する認識を新たにするとともに、津波防災の重要性
を認識するため講演会を開催（11月4日）

○日本経済団体連合会（経団連）
会報である「経団連タイムス」に関連記事を掲載

○国民生活産業・消費者団体連合会（生団連）
生団連ニュースレターにおいて、津波防災の日ポスター掲示
の協力を呼びかけ（※下図）

○UR都市機構
ＵＲ賃貸住宅にお住まいの方向けの情報誌（管理報10月
号）に、「津波防災の日」に関する記事を掲載し、各戸に配
布（※下図）

記事掲載による普及啓発メディアを用いた普及啓発

津波防災に係る講演会
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